
管財事件における予納金基準 

 

 

第１ 自己（準自己を含む）破産申立事件の予納金 

 

１ 原則的な基準額 

  申立時の手持現金の全額とする。 

 

２ 管財事件とすべき事件を申立時の債権者数に応じて、次の（１）ないし（３）に分類

し、１の額が当該分類に規定されている基準額を下回る場合においても、当該分類に規定

されている基準額とする。 

 

（１）債権者数５０名未満の管財事件 

   基準額２０万円 

   ただし、官報公告料は別途納付させる。 

 

（２）債権者数５０名以上２００名未満の事件 

   基準額５０万円 

 

（３）債権者数２００名以上の事件 

   基準額１５０万円 

 

３ 次の事由が予測される場合の基準額は、必要に応じ、２に定める額を適宜増額するこ

とができる。 

（１）否認権訴訟等で費用・労力を要することが予測されるような場合 

（２）売却すべき不動産が多数ある場合 

（３）売掛金の回収先が多数あり、又は回収作業が困難である場合 

（４）什器備品や車両等、売却すべき高価な動産が多数ある場合 

（５）遠隔地に支店や不動産が存在する場合 

（６）仕掛品の処理や原状回復費用の支出が至急必要な場合 

（７）その他管財業務として特に労力を要する可能性が予測される場合 

 

４ 相互に関連性がある複数の事件について、同一の破産管財人を選任する場合等、上記

１ないし３の基準によることが相当でないと認められる事件においては、個別事情を勘案

の上、各事件について上記１ないし３と異なる予納金額を定めることができる。 

 

５ 上記１ないし４については、弁護士代理人申立事件において、破産手続開始決定前

に、必要と見込まれる官報公告料のみを予納させ、その余の現金については代理人である

弁護士が破産手続開始決定後に、直接破産管財人の寄託金口座に振り込む方法により納付

することを妨げない。 

 

第２ 債権者申立事件の予納金 

基準額は、債務者が法人の場合２００万円、債務者が自然人の場合１５０万円を目安と

し、事案の内容に応じて検討する。 



 

第３ 免責申立てに関する予納金 

１ 自己破産申立ての場合は不要とする。 

２ 債権者申立ての場合の基準額は５万円とする。 

 

第４ 破産債権の特別調査に関する予納金 

   ４０００円 

   ただし、官報公告の方法を選択した場合の官報公告料は、別途納付させる。 

                               

 

 


